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団体名：

報告Ｎｏ． 1
15
イベント等

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 2
8 ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について 5 教員

別紙５

　今月の相談　

月に受けた照会・相談は以下のとおりです。

（特）岡山県国際団体協議会

区分 相談者

質問
内容

今年、在住外国人支援者（団体）等のイベントがあると聞いたがどのような内容か。

回答 １月と２月に二回連続で行います。初回は１月２６日（土）に行います。岡山県内に占める在住外国
人の人口が１％強となり１０年前２０年前と異なってきている状況がありそこには結婚や就職、滞在
期間の問題等が発生しています。第1回研修会は平成２０年１月２６日（土）13:30～15:30に岡山国際
交流センター８階イベントホールで行われ「多民族・多文化社会のまちづくり～わたしたちにできるこ
とを考える～」のテーマで講師は吉富志津代　氏（特活）多言語センターFACIL理事長です。又、第２
回研修会として平成２０年２月１０日（日）13:30～16:30に岡山国際交流センター２階国際会議場で、
ア） 基調講演１：専門家の立場から「在留相談の現場から見えてきたこと-共生を阻む日本社会の壁
-」を 講師：間嶋　孝（おかやま申請取次行政書士連絡会事務局長）　が講演され基調講演２：当事
者の立場から「多文化共生社会-その前に知って欲しい考えて欲しい岡山の華僑と華人の現状-」に
ついて劉　　勝徳　氏（岡山県華僑・華人総会会長）が講演されます。最後に、基調講演からの課題
を受けて４人（在日外国人の方、相談専門員、支援者等）によるパネルディスカッションを行い課題を
明確にしていきます。

備考

区分 相談者

質問
内容

高校生を対象に海外でワークキャンプを行っている団体があれば教えて欲しい。

回答 岡山県国際課が高校生を対象にスタディツアーを組むことはありますがワークキャンプまで行ってい
る団体はあまりないので後日調査して連絡します。

備考



報告Ｎｏ． 3
11
スタディーツアー・海外でのボランティア相談

9
無職・退職者

報告Ｎｏ． 4
17 総合学習・学校関係 5 教員

報告Ｎｏ． 5
1
団体設立・ＮＰＯ法人格取得

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

備考

区分 相談者

質問
内容

海外シニア・ボランティアを考えている。退職後に向かってどのような準備をしたらよいか。

回答 退職までの職業経験を生かすものと、経験を問わないものがある。前者として、ＪＩＣＡの「シニア海外
ボランティア」のようなもの、後者として国際協力ＮＧＯ団体が募集している現地でのボランティアや
スタディーツアーなどがある。日ごろから募集条件の求められる能力や経験、資格について確認が
必要です。結局は、自分に合った活動場所を見つけることが重要で、ボランティアや現地駐在員の報
告会などにも積極的に参加することが役に立ちます。現地情報が一番重要ですので岡山国際交流
センター等で何度も報告会が行われていますので参加してください。自分なりの特技があれば参加
の可能性が大きくなります。但し、事業の職員として参加する場合は語学も必要ですし、日本や現地
の社会状況を知っておくことが重要です。

区分 相談者

質問
内容

海外の人たちで日本へ来て生活している人たちで犯罪に手を染め特定の国が否定的なイメージを
受ける場合がある。それをなくすために子どもたちたちにそれらの国はどのような国か、音楽、楽器
演奏など文化紹介とお話を行って、子どもたちに国を理解してもらいたい。講師を紹介してもらえな
いか。

回答 日本に長く住んでいる方で、民族音楽の活動をしているグループのリーダーに相談したところ、その
国の理解が進むのであれば協力したいとのことだったので、学校に紹介しました。民族楽器の演奏
だけでなく料理講座等、日本とその国双方の社会を理解する講師を紹介します。

備考

区分 相談者

質問
内容

これまで時々、個人的に在住外国人の相談に応じたことがあるが、解決につながらない場合が多く、
そのネットワークを図るためにも外国人支援のＮＰＯをつくりたいがどのようにすればいいか。

回答 在住外国人を支援するＮＧＯ/ＮＰＯは、専門的に行っている団体が各県に増加しつつあります。そ
れは日本語教育の一環で行っている所もありますし、入管、税務処理等の専門的知識も必要なこと
から行政書士等のグループが行っている所もあります。定住する外国人が増加して多文化共生社会
という言葉もすでに生まれて数年経過しその課題解決のニーズも増加しております。ＮＰＯを新規に
立ち上げる場合は、その問題の特殊性もあり地域の外国人支援にかかわる団体などと連携をはか
り同じ課題を抱える他の地域の団体とも連絡をとり、さまざまな情報を収集することが重要と考えま
す。これまでの地域における課題や解決策を具体的な事例や統計で知ることや地域の市民の参加
を得ていくことが大切です。最近ではこれまでの状況を踏まえて自治体との協働事業の機会も増加
しています。

備考



報告Ｎｏ． 6
2 組織運営・マネージメント（人材面：人材・ボ
ランティア等）

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 7
8
ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 8
9 国内ボランティア相談 10 主婦・主夫

報告Ｎｏ． 9
10 インターン・就職相談 3 学生

区分 相談者

質問
内容

団体の活動について多くの人に知ってもらい、参加してもらうために、活動が関連するイベントでの
チラシを設置するなど広報の機会を探している。関連するイベント等を教えてほしい。

回答 年間を通じて割りと１０月～１１月はイベントが多いが１月は少ない。しかし小さい小まめなイベントを
通した広報の機会は数多くあります。具体的にこれから開催され、広報の機会となるいくつかのイベ
ントについて紹介します。また、団体の活動を広報するためには、チラシを設置するだけでなく、新聞
記事やテレビ報道などマスメディアの活用や、キャンペーンを行う方法があります。

備考

区分 相談者

質問
内容

自分たちの地域でも、「地球市民フェスタ」のような事業を実施したい。運営方法や予算などについて
教えてほしい。

回答 地球市民フェスタは今年度で５回目（テスト実施を含める）を迎えた。事業の決定経緯、趣旨・目的、
実施形態、財源、運営方法などについて説明しました。来年度も１０月に行う予定です。

備考

区分 相談者

質問
内容

国際交流のボランティアをしたいのですがどうすればよろしいか。

回答 料理教室や外国人との交流による文化的な事業のボランティアの希望があり、地域の国際交流協
会や当協議会の登録ボランティアになるよう紹介しました。関係の国際交流協会の場所を紹介した。

備考

区分 相談者

質問
内容

国際協力分野で働きたいと考えている。どのような準備をしたらいいか。

回答 なぜ、国際機関で働きたいのかという目的を明確にすること、例えば貧困削減や子ども支援など、関
心のあるテーマがあり、それを解決するための場として、ＮＧＯや日本のＯＤＡ実施機関ではなく、国
際機関だというものが重要です。そして、国際機関で働く場合に求められる専門性や語学力などが
必要です。情報は関連分野の求人情報が掲載されたホームページやメールマガジン、外務省の国
際機関人事センターで得られます。

備考



報告Ｎｏ． 10
13 募金・寄付 2 高校生以下

報告Ｎｏ． 11
14
フェアトレード

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 12
17 総合学習・学校関係 5 教員

報告Ｎｏ． 13
18 外国事情 9 無職・退職者

区分 相談者

質問
内容

リコーダーを使用しなくなったので寄附したいがどうすればよいか。

回答 たまたま岡山には「リコーダーを送る会」という団体がフイリピンにリコーダーを送っているので連絡し
て現在どのような状況になっているか連絡します。

備考

区分 相談者

質問
内容

高松市にフェアトレードを行いながら地域のまちづくり等に貢献している所があると聞いているがどこ
か。

回答 高松市の春日町にセシール春日物流センターにＮＰＯ法人のセカンドハンドというフェアトレード商品
を取り扱っているショップがあります。このショップの目的は、カンボジアの地雷による障害者など、経
済的、社会的に立場の弱い人達が作る商品を現地のNGOから輸入し、販売することで、自立を支援
することです。

備考

区分 相談者

質問
内容

世界のさまざまな地域の現状を知るワークショップを行ってくれる団体はありますか。

回答 ワークショップの時間や授業全体の目的とそのプログラム内容はどのような予定ですか。それに併
せて適当な団体を紹介させていただきます。また旅費とか講師料も多少は必要と思います。

備考

区分 相談者

質問
内容

海外情報はどのようにして最新のものを手に入れることができますか。

回答 パソコンが使えるようでしたら「外務省の海外安全ホームページ」をご覧ください。但し、ホームページ
に掲載する渡航情報は、海外に渡航・滞在される方々が自分自身で安全を確保していただくための
参考情報です。法的な強制力をもって、皆様の渡航を禁止したり、退避を命令したりするものではあ
りません。同様に旅行会社の主催する旅行を中止させる効力もありません。 渡航前、滞在中は、常
に「自分の身は自分で守る」との心構えをもって、安全対策に努めてください。外務省では皆様の快
適で安全な海外渡航・滞在のために役立つ情報の提供に努めております。ご不明な点などがあれ
ば、お気軽に外務省海外安全相談センターまでお問い合わせください。

備考



報告Ｎｏ． 14
20
その他

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 15
11
スタディーツアー・海外でのボランティア相談

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 16
20
その他

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

区分 相談者

質問
内容

岡山県の在留外国人の内容はどのようになっていますか。

回答 岡山県の総人口は１９５万５千人（平成17年）でその内、外国人登録者数　21,346　人（総人口に占
める割合　1.09％）です。外国人登録者数は86年9,732人2006年21,346人で219％の伸び率で個別
の国籍での増加傾向は1986年は中国　385人、韓国・朝鮮8,795人、ブラジル 24人、フィリピン186
人、インドネシア23人、ヨーロッパ91人、米国 133人でした。またそれが2006年には中国7,835人　、
韓国・朝鮮2,106人、ブラジル 7,242人、フィリピン　1,388人、インドネシア 615人、ヨーロッパ374人、
米国 340人となっています。
夫々の増加率は2035%、82.3%、8775%、746%、2674%、10%、255%となっています。増加の傾向は中国
は特定活動（技能実習生）の増加、韓国・朝鮮の減少は帰国による減少ブラジルは定住者の増加、
フィリピンは永住者、配偶者の増加等となっています。

備考

区分 相談者

質問
内容

海外で支援する場合のきっかけは何でしょうか。現在、行っている支援は何がきっかけではじまった
のでしょう。何故今の支援をおこなっているのでしょうか。

回答 団体によって異なるでしょうが基本的には、国際交流とか国際理解の段階で相手国との結びつきが
深まり現地へ赴いて国際体験を行いその気づきから国際支援や国際協力を行うようになったと思い
ます。現在、カンボジアで活動している団体などは自分の仕事の一環で現地の実情を知り何とか人
づてに頼って地道に活動し拡大して行ったのが典型だと思われます。

備考

区分 相談者

質問
内容

岡山県が設立した国際交流ヴィラ施設はどのようなもので宿泊状況はどのようになっていますか。

回答 これは約２０年前から段階的に県内の６箇所（現在５箇所）に設置された、海外の方々と日本人とが
交流するための施設で、日本の自治体が建設したものでこのような例はあまりありません。１泊２５０
０円程度で宿泊できお互い交流しながら自炊（又は付近のレストラン、飲食店で食事）を行うことが基
本です。地域には各所の史跡等があります。

備考



報告Ｎｏ． 17
20
その他

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 18
11 スタディーツアー・海外でのボランティア相談 3 学生

報告Ｎｏ． 19
19 ＯＤＡ政策一般 7 企業・労組

区分 相談者

質問
内容

広島までＮＧＯの出張相談に来てもらえますか。

回答 出張相談には行かせて頂きます。また日程、参加者の形態などを御連絡ください。

備考

区分 相談者

質問
内容

スタディツアーの情報がほしいのですがどこにありますか。

回答 現在、当協議会の会員から報告のあるものを確認して紹介した。また、各団体が主催するスタディツ
アーのチラシを閲覧・入手するようにした。さらにウェブサイトでも閲覧した。スタディツアーの内容を
確認すること。

備考

区分 相談者

質問
内容

外務省のＯＤＡの内容をもっと知るために、タウンミーティングか講座を開催したらどうか。

回答 現在、岡山県国際課に事務局がある岡山発国際貢献推進協議会もその意向もありできれば次のよ
うな形で進めたいと考えている。ご協力をお願いしたい。1.テーマ:｢ＯＤＡの役割と国際活動参加のた
めの連携策について｣　２．開催趣旨：岡山県では、平成１８年１０月にＮＧＯ、行政、商工・農業団
体、教育機関、県民等との国際協力・貢献のためのプラットホーム（国際協力・貢献の場）づくりの岡
山発国際貢献推進協議会を結成している。この組織は、加入者がお互いに国際協力等の事業の発
見や事業化を諮るための情報提供やマッチング支援のためのコーディネーターとしての働きをしてい
る。この度、加入団体及び関係団体に対して、ＯＤＡ（政府開発援助）等の役割と国際協力（ＮＧＯ）に
おけるその援助状況等について学習する講座を開催し、具体的な事例紹介（ODA、岡山県等）を行
う。併せて、外務省、行政機関、JICA関係者との情報交換を行う。３．実施講座項目（１）ＯＤＡの種類
（外務省）（２）ＯＤＡの実施体制（外務省）（３）ＮＧＯや行政体・企業のＯＤＡとの連携事例（外務省）
（４）国際協力・貢献への岡山県＆JICA中国連携事例（５）その他（意見交換会等）

備考



報告Ｎｏ． 20
11 スタディーツアー・海外でのボランティア相談 3 学生

報告Ｎｏ． 21
8 ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について 8 会社員

報告Ｎｏ． 22
8 ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について 8 会社員

区分 相談者

質問
内容

外務省か外務省の外郭団体で開発手法の研修のあるところはありませんか。

回答 財団法人 国際開発高等教育機構（ＦＡＳＩＤ）が行う開発援助プロジェクトの計画・実施・評価という一
連のサイクルを、｢プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)｣と呼ばれるプロジェクト概要表を用いて
管理運営するPCM（プロジェクト・サイクル・マネージメント）手法の研修があります。これはＮＧＯ対象
です。国際協力NGOにとって、参加型のプロジェクト形成とモニタリング評価はもっとも重要な課題の
ひとつで、本研修では、参加型計画コースで学んだプロジェクトの計画･立案の手法に続き、事例を
用いながら、PCM手法によるモニタリングと評価（M&E）の方法について学びます。研修期間は計4日
間程度で東京や地方で行われています。 研修修了者はPCM手法の理解度を測るために「PCM手法
認定試験」を受験することができます。ＮＧＯ関係者が開発プロジェクトにかかわる為には非常に役
に立ちます。
  

備考

区分 相談者

質問
内容

現在、ライオンズクラブに属しており今年４５周年になるので記念に海外支援に何ができるか考えて
います。実情としてクラブ独自で継続的な支援はできないので、現に、活発に海外支援を行っている
団体を紹介して欲しい。

回答 当協議会に加盟しているＮＧＯ団体の内、海外支援部会の会員を個別に紹介していった。特に、４５
周年で単発的に何か国際協力を行いたい希望がありましたが、急には独自プロジェクトは実施でき
ないのですでに開発途上国に入って活動している団体を支援するという意味で紹介した。

備考

区分 相談者

質問
内容

海外支援を行う場合どのような手順で行うべきでしょうか。単発的な支援は可能でしょうか。

回答 直接に日本の個人なり団体が開発途上国へ入って直ぐのすぐ支援にかかわることは難しい状況で
す。これまで学校を建設するということでお金だけを集め校舎を建設し、後の運営や教育者のことを
検討せず結局野ざらしの教室が出たことがあります。まず現地調査を行いどういう部門に特化してい
くことが可能か検討するべきです。現地のＮＧＯは存在するか、またそのような類似の方がおられる
か。開発のための条件は何か。当面、既存の団体へのスタディツアー等に参加させてもらいまたでき
れば臨時スタッフとして実務を経験し自分で行うことが可能かどうか研究することから始めても遅くは
ありません。

備考



報告Ｎｏ． 23
1
団体設立・ＮＰＯ法人格取得

4 政府関係者・地方
自治体

報告Ｎｏ． 24
8
ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

区分 相談者

質問
内容

NPO設立（国際支援関係）にあたってはどのような手順で進めていくことになるか。ＮＰＯのメリット・
デメリットを教えてください。

回答 ＮＰＯ法人になる場合の条件とかメリット、ディメリットを理解することが大切です。メリットでは１．社会
的信用が付く（法人としての行動のほうが相手に信頼・安心感を与えることができる。）　2 団体名に
よる契約や登記ができる。3 優秀な人材を集めることができる。（個人よりも法人の方が社会的な信
頼がありますので優秀な人材からのコンタクトが多くなる可能性が大きい）4 事業委託・補助金が受
けやすい。5 マスコミなどに取り上げられ広告がしやすい等ガ考えられます。一方、ディメリットは、1
機敏な活動ができなくなる。（法人化することにより、思いついたら即行動といったことができない。一
定の手続が必要）　2 厳正な事務処理が必要になる（経理については簿記の原則に基づいて処理す
る必要がある。）3 税務申告義務がある。4 財産の名義変更が必要。（任意団体として今まで活動し
てきたということであればそれまで所有してきた財産について名義の変更の必要）等があるのでよく
検討すること。岡山県が出しているＮＰＯ取得の申請手引きがあるのでよく参考にしていただきたい。

備考

区分 相談者

質問
内容

多文化共生社会を考える時代ということはそれだけ岡山県でも在住外国人が増加していることを示
しています。その中で、生活上のトラブル（結婚、離婚、在留許可等）も発生しておりそれらに対する
法律相談、行政相談を夫々の分野の経験者が行っています。その在日外国人のトラブルに対してＮ
ＰＯの立場やＮＧＯの立場で処理する場合有償のボランティアの範囲、無償のボランティアの範囲等
の区分はどのように考えられていますか。とかく、気持ち的には、ボランティア的な立場で行動する方
が多いので実際の処理の段階で在住外国人への対応がうまくいくのかどうか。また一般の県民に対
して誤解の無いようにすることも必要だと考えられますのでご質問いたします。

回答 生活上のトラブルに関する相談では、実態的に夫々の行政機関への手続きが発生する場合が多く
それも各分野（入管、税務、戸籍等）の法律知識がどうしても必要な場合が発生するので、どのよう
な問題があるかということについて聞くだけである場合はボランティアで行うことが可能かも知れませ
んが専門的なことが出てくる場合は、際限なく無償では継続することは不可能と考えられます。また
責任も発生してきますのである程度になれば専門家の範疇に任せるべきと考えます。

備考



報告Ｎｏ． 25
8 ＮＧＯ・ＮＧＯ活動について 8 会社員

報告Ｎｏ． 26
3 組織運営・マネージメント（総務：労務・財務・
会計・助成金等）

1 ＮＧＯ関係者・設立
希望者

報告Ｎｏ． 27
14 フェアトレード 7 企業・労組

区分 相談者

質問
内容

国際ＮＧＯ活動団体がコミュニティー・ビジネスを行うにはどのようなことができるでしょうか。

回答 コミュニティビジネスは、地域資源を活かしながら地域課題の解決を「ビジネス」の手法で取り組むも
ので、地域の人材やノウハウ、施設、資金を活用することにより、地域における新たな創業や雇用の
創出、働きがい、生きがいを生み出し、地域コミュニティの活性化に寄与するものと期待されていま
す。国際部門でこのような事例は、途上国の地域資源と日本における地域づくり等の関係でフェアト
レードショップ等はそれに近いかも知れません。高松市の春日町にある、セシール春日物流センター
内にＮＰＯ法人のセカンドハンドというフェアトレード商品を取り扱っているショップがあります。この
ショップの目的は、カンボジアの地雷による障害者など、経済的、社会的に立場の弱い人達が作る
商品を現地のNGOから輸入し、販売することで、自立を支援することです。これらの商品を日本で販
売促進し世界の共生社会としての認識普及に役立つことを狙いとしています。

備考

区分 相談者

質問
内容

寄附による資金調達に力を入れたい。その一方法としてネットでの寄附集めを検討している。このよ
うな例はありますか。

回答 日本では、寄附のポータルサイトは６、７年前から稼動しているが、代表的なサイトの運営が行き
詰って、運営主体が変わるなど、全面的にうまくいっているとはいえないと聞いています。しかし、
徐々にではあるが、寄附額は伸びていると聞いているし、従来の寄附者とは異なる若年層の寄附の
開拓につながるなどの結果も出ており、長期的な視野に立てば、取り組むべき資金調達方法として
考えているＮＧＯが多いのではないか。

備考

区分 相談者

質問
内容

フェアトレードの「認証」制度があるのですか。

回答 「欧州のフェアトレード２００５」の報告書によれば１９９８年ごろから始まっている。コーヒーなどで比
較的普及している。ラベリング組織が行う「ラベリング認証」を指している。効果的な運営を今後どの
ようにやっていくかが問題になっている。多国籍企業が参入する状況である。認証制度を採っている
のは１５国以上となっている。また、ラベリングはあらゆる品目に網羅的に行われているわけではな
く、基準も絶対的なものではない。

備考




